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要約
21世紀には，地球の温暖化，オソン層の破壊，酸性雨の増加，熱帯雨林の縮小，砂漠化など，地球規
模での環境破壊が深刻化すると予測されている。これらの開題が農業生産に及ぽす影響は，複雑かつ相
互関連的で，環境変化の各段階で異なるが，大方の予測は，生産の増加と減少の双方の要悶が錯綜する
結果，全体としては食糧生産は減少するとみている。このような状況下で， 10年ほど前から主として先
進諸国において，これまでの集約的農法が環境破壊をもたらすことの皮省から，環境保全型農業への取
り組みが開始され，それは日本をも含めて今後ますます強められていくと考えられる。このような環境
保全型農業の推進によって， 21世紀にはこれまでのような高いテンポで農産物生産の増加をもたらすこ
とは罰難であろうと考えられる。一方，開発途上国の多くは現在，食糧不足と飢餓に苦しみ，なかでも
アフリカの食糧問題は極めて深刻で，食糧の輪入や援助に依存している状況にある。そして，このよう
な状況は今しばらくは続くといわれている。また東アジア，なかでも中国等では人口膨張と経済成長に
よって21世紀には食糧需要の著しい増加が予測されるが，それに見合う国内生産量の増加には閤難が伴
うと言われている。
Summary 
Recentry， global environmental issues such as climate change， ozone hole， acid rain， shrinkage 
of tropical forest， desertification， are getting worse and worse. These issues have many complex 
factors， but it is said that these issues will have bad influences on agriculture of the world in the 
21st century. 
1n these situation， for the last ten years， developed countries such as E.C.， U.S.A.， began to work 
on sustainable agriculture. When the sustainable agriculture spread over in the 21st century， 1 think 
that agricultural products of the world can not increase as before. 
On the other side， indeveloping countries， especially in Africa， many people have food shortage 
and starvation. And， itis said that this condition will continue for a long time in the future. 1n east 
Asia， especially in China， the population and the G.D.P. are increasing at high rate. Therefore， the 
food consumption is also increasing at high rate. But 1 think that the agricultural products can not 
increase at that same rate. 
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1 .課題
日本の食糧自給率は世界の先進国の中で最低と
いわれるほど極めて低い水準にあり，しかもます
ますそれを低下させてきている。その到達点、が，
世界最大の食糧純輸入国という現実である。しか
もこの傾向は現在でも勢いを増しこそすれ，とど
まる様子は見られない。すなわち近年， r円高jを
背景に，日本の食糧輪入量(額)はますます増加
傾向にあり， 1994年はこれまでの最高の食糧輸入
(額)をマークしている。こうして自本は「工
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業技術立OJ.食糧輪入によって国際分業をます
ます深化させているわけである。
このような状況下で，由民的な課題として，こ
のような食糧の大量輸入の構造を日本が今後とも
継続させていくことができるのか，あるいは継続
させていくことがよいのか，という点、が改めて問
題となってきている。それは，一方では消費者は
輸入食糧にますます依存した食糧消費にいろんな
点で、不安を持っており，また他方では生産者も将
来への長期展望を欠いたまま日本農業が縮小傾向
を強めていくことに浩費者以上に不安を抱いてい
るからである。いずれにしても，この問題は21世
紀の日本の「食糧と農業jに深くかかわる重要な
問題となっている。
さて，このような問題を考えていく場合，どう
してもさけられない検討課題として，第Iに，長
期的に見て地球環境破壊が生物・食糧生産にいか
なる影響を与えるかという問題があり，第2に，
中・長期において「環境保全型農業jへの取り組
みが食糧生産にいかなる影響をもたらすかという
問題も存在する。また第3に， 2025年にはお億人，
2050年には100億人台に達すると予測されている
世界人口に対し，供給する食糧の生産が可能かど
うかという問題が存在する。
そこで本稿は，上記の3点、に焦点を当て，これ
らの問題に関する主要な研究を整理し， 21世紀に
世界の食糧需給構造はどうなるのか，そのアウト
ラインを描き，その上で，日本の農業・食糧生産
の基本的方向はどうあるべきかという点に関して
若干の試論を述べてみたものである。
2 .地球環境問題の深刻化と世界食糧生産の不安
定化
そこでまず地球環境問題が世界の食糧・農業生
産にどのような影響をもたらすのか，という点か
ら考察してみたい。
環境問題は決して今自に至って初めて出現した
わけではなく，古くから存在した問題ではあるが，
地球的規模の問題として取り上げられるように
なったのは比較的新しく， 20世紀後半のことだと
いってよい。そして，そのことが各国の国民に広
く認識されるに至ったのは1980年代に入ってから
である。なお，その経緯については本稿では紙幅
の関係で省略する。
さて本節は，農業生産に影響をもたらす地球環
境問題のアウトラインと，農業への影響について
整理することを課題とする。
(1 ) 農業生産に影響をもたらす地球環壊問題の
種類
地球環境問題は多岐にわたり，またそれぞれの
問題は相互に関連しあい，さらにそれらの要因も
複合的であるが，本筋の主題である農業生産と深
いかかわりをもっ地球環境問題としては，地球の
温暖化，オゾン層の破壊，酸性雨の広域化，熱帯
雨林の縮小，砂漠化を挙げることができる。そこ
で，本節ではこれらの実態と形成要因，それに対
する対策・課題等について概観してみる。
(2) 地球の温暖化
今日，世界的な気温上昇(地球の温暖化)の進
行が確認されている。また，この現象が，二酸化
炭素(C02)，メタン(CH4)，亜酸化窒素 (N20)，
フロン (CFCs)等の大気中における濃度上昇によ
る温室効果によって起こっていることが判明して
いる (1P C C報告書， 1990)。そして将来農望に
ついて，この IPCC報告書は， 1800年代を基準
とした地球の平均気温が，2060年に約3度C，2100
年には約4度C上昇し，それに伴う海水の膨張や
氷河・氷冠の融解によって海水位が2030年までに
約20cm，21世紀末までに約65cm上昇すると予測し
ている。
現在，地球温暖化にいちばん大きな影響をもた
らしているのは CO2である。その寄与率は55%と
いわれている(陽， 1995)が， 1分子当たりの温
室効果は CH4やN20のほうがCO2よりも格段に
大きしまた，これら微量ガスの濃度上昇率が
CO2のそれより高いため，将来はこれら微量ガス
の温援化への寄与率が増大すると予想されている
(陽，1991) 0 CO2の濃度を高めている要閣は，1つ
は， 20世紀後半における各国の経済成長を進めた
生産活動の活発化と，その結果としての生活様式
の高度化に伴う石炭・原油等の化石燃料の大量消
費である。もう 1つは，これまでCO2を吸収して
大気の安定化に中心的な役離を果たしてきた広大
な面積を持つ熱帯雨林が縮小してきていることで
ある(宇沢，1995)。前者はこれまでは主として先
進諸国に要因が存在したが，今後はアジアの経済
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成長にみられるように開発途上国における要因が
絶対的にも相対的にも大きくなってくると予想さ
れる。後者の主因は開発途上国にあるが，日本の
大量の木材やエピの輸入など先進諸国，とりわけ
日本の要国も大きい。
ところで，ここで注意したいことは，上記のよ
うに，地球温暖化の主要な要因は工業部門や人間
生活の側面にあるのだが，農業生産も地球温暖化
の一要因となっていることである。その lつは機
械化の進展によって農業生産においても化石燃料
の使用が増加しているため，そこから COzが排出
されており，もう 1つは水田と皮拐動物(家畜)
から温室効果ガスの 1つである C百4が発生して
いるからである。大気中に放出される CH4のうち
水田起源のものの割合は12%，反拐動物のノレーメ
ンと家音排世物からは20%と推定されている。ま
た人為的発生限だけからみると水田からは約20%，
家官からは約27%で， 50%近くが農業に起因する
といわれる(陽， 1995)。
さて温暖化の農業生産への影響については多く
の研究がある。内嶋 (1988)によると，@水・地
祖の上昇，⑤蜂水期間の移動，①積雪期間の短縮
などは，たとえば日本の場合でみると，これまで
限界稲作地帯といわれてきた北海道の平野部のす
べてが安定稲作地帯になるというように，所・季
節によっては好影響となる可能性もあるが，③蒸
発能の増大，①土壌水分不足の激化，⑦土壌有機
物の分解促進，③土壌浸食の激化，①土壌劣化の
激化などは悪影響をもたらすとしている。また地
球温暖化が極地域の氷を解かし海水位を上昇させ
るため，アジアのデルタ地域など世界に広く形成
されている低平地の優良農業地帯が浸水の危機に
さらされることになる，と指摘されている。
M・パリー (1991)は， CO2濃度が2倍になった
場合のいくつかのシナリオを予測しているが，い
ずれのシナリオでもアメリカ，カナ夕、，E C (E 
U) では小麦・トウモロコシ・大豆・米の単~文が
低下し，またそれに伴う温暖化によって水分利用
可能度が低下するにつれて上記諸国での主要穀物
の単収はいっそう低下することになり，さらには
オーストラリア，中0，ソ連，日本でも主要穀物
の単収の低下が起こるとしている。
上記 IPCC報告書 (1991)でも，南北南半球
の中緯度地帯の穀作地帯の多くが土壌水分不足の
ため減収し，高緯度地帯の一部は農耕が可能とな
り地域的な食糧基地となりうるが，前者のマイナ
スを補充することは菌難だとしている。また亜熱
帯・熱帯地帯では高温障害が広がり，そこに多く
位置する開発途上国では食糧不足が生じる可能性
が高いとされている。
清野 (1991) は，地球上に作物生産が増大する
地域と減少する地域が生じるが，全体的にみれば
減収すると予測している。また清野 (1995) は，
温暖化は畜産に産接的に大きなマイナス効果をも
たらすとしている。それは，高温によって乳牛は
泌乳量や乳脂率を低下させ，肉牛では体重の増加
が著しくそこなわれるからである。
これらのことから注目されることは，北半球の
高緯度地帯ほど気温上昇が著しいと言われること
から， r世界のパン龍Jと言われるアメリカ・カナ
ダやロシアなどの内陸部の主要穀倉地帯への影響
が大きいと考えられることである。
こうして地球温暖化は農業生産に撹乱・不安要
因をもたらすだけでなく，生産物の絶対的減収を
もたらしかねない重大な問題をはらんでいるので
ある。
今後とも地球温暖化のメカニズムの解明とその
要国を少なくする対策が緊急な課題となっている
が，その中で日本も化石燃料の大量泊費によって
COzを大量に発生させ，また水田からの CH4の発
生によって，気温上昇の大きな要閣を形成してい
る。なお日本では，CH4の発生とそれへの対策に関
する研究はまだ緒についたばかりである(陽，
1991)ため，それらの研究促進が早急に必要とさ
れる状況にある。
(3) オゾン層の破壊
これはフロンやハロン(CFCs)，亜鉛化窒素(N2
0)，四犠化炭素 (CC14)，臭化メチル (CH3Br)な
どの放出によって，これまで地球上の生物にとっ
て有害な紫外線の大部分を吸収していた成層圏の
オゾン層が破壊され，地上に降り注ぐ紫外線が増
加することによって人間生活や生物生産に悪影響
をもたらす現象である。
この現象に関しアメリカでは1970年代以降多く
の研究蓄積がある。が，残念ながら日本での取り
組みは1980年代後半から始められたにすぎない。
アメリカでの研究で， UV-B (波長280…320nm
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の紫外線)照射によって，ビートの葉緑体の包膜
の破壊(光合成の阻害)の観察，大立，キュウリ，
スイカなどの葉面積の減少の確認，キュウリの乾
物量の減少(生長担害)，大豆の栄養生長から生殖
生長への移行期における照射で草丈，葉面積，全
乾物震の減少などが観察されているといわれる
(野内， 1991)。またオゾン膳の破壊は大気循環に
も影響を与え，気象変動を拡大すると予想される
(中JlI，1995)ため，そのことを通じて農業生産に
大きな影響をもたらすと考えられる。なお直接農
業への影響ではないが，一般的に紫外線に対する
感受性は植物種間で大きく異なるため，紫外線の
照射量の増加が植物生態系のバランスを撹乱する
恐れがある(野内， 1991)。
なお最近，環境保護関体グリーンピースの発表
(1995年11丹)によると，オゾン層破壊の原因の
31%はアメリカの企業にあり，ついで12%は臼本
の企業にあるとされている。第3位はイギリス，
第 4位はドイツ，第5位はフランスとされている
(佐賀新関， 1995)。
…方，この開題への日本での取り組みは1980年
代後半から始められたばかりであり，研究蓄積も
まだ少ないため， とりわけ日本でトは研究や対策へ
の取り組みを強化する必要がある。
(4) 酸性雨
化石燃料の燃焼によって発生した硫黄酸化物や
窒素駿化物が硫酸イオンや硝酸イオンに変化し，
それがもたらす酸性の強い降雨が酸性雨である。
その影響は，歴史的に見ると，まず1950年代には
東西ドイツ，イギリス，フランス，オランダなど
の工業地帯から排出された上記ガスに起関するス
ウェーデン等の北部ヨーロッパにおける酸性南が
観測され， 70年代には五大湖周辺の工業地帯に起
困するカナダ南東部からアメリカ北東部にかけて
の森林地帯の離性雨被害が問題となった。さらに
70年代後半には西ドイツ南部，オーストリア，東
ドイツなどのヨーロッパ有数の森林地帯でも駿性
雨被害が続出した。そして今日では経済成長が著
しい中国各地の都市でも酸性雨が頻繁に確認され
るようになってきた(中川， 1995)。そして今後
は，大気汚染物質が長距離輸送されることから，
中国等のアジア諸掴の工業化が日本に酸性雨被害
をもたらすことが憂慮されている。
現在，酸性雨の被害として主に問題となってい
るのは，森林の樹林の枯死被害や湖沼の生物の死
滅などである。森林破壊は，上記「地球温暖化J
でも問題としたように， COzの吸収源である森林
が破壊されることによって，地球湛暖化を促進す
ることにもなる。また酸性雨をもたらすものには
温室効果ガスである亜酸化窒素 (NzO) も含まれ
ており，環境問題の発生メカニズ、ムは複合的であ
る。
酸性雨の農業への直接的な影響としては，農作
物の代謝をさまたげて収量を低下させるばかりで
なく，農作物の形状や味をそこなわせて商品価髄
を低下させる。また間接的には土壌や湖沼の酸性
化や森林破壊を通じて，長期的には農業生態系に
悪影響をもたらすものと予想される。
なお日本で特に緊急度の高い酸性雨問題は，関
東地方を中心に発生が認められている杉の衰退現
象と酸性雨が関係しているのかどうか，その困果
関係の解明であるが，残念ながらまだ解決が見い
だせない現状にある(藤井， 1991)。こうして，上
記アジア工業化の日本への影響なども含め，日本
での酸性雨解明の緊急性が指摘できる。たとえば
目下日本最大級の樹木立ち枯れ被害が見られる栃
木県自光市での調査研究も着手されたばかりであ
る(日本経済新開， 1995年11月16日)が，酸性雨
と森林破壊の国果関係の解明が期待されるところ
でトある。
(5) 熱帯林の縮小
森林の消失の要因としては，@牧場や農場をつ
くるための大規模開墾，⑤薪炭材の過剰採取，①
過度な焼畑耕作，③不適切な木材伐採などである
(桜井， 1991)。そして減少する森林のほとんどは
途上国の熱帯ないし亜熱帯の森林であるため，森
林の減少は熱帯林の減少の問題として理解するこ
とができる。
熱帯林は全陸地の16%にもかかわらず、バイオマ
スの50%以上を占める強大な生物資源を擁するた
め，以下のような機能・価値をもっている。
①膨大な種の生存場所として遺倍資源を保存す
る資源の宝庫である。
②大量の林木が増加する COzを吸収・国定す
る，いわば「地球の肺Jである。
③木材をはじめとする基礎資源を提供してくれ
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る。
FAOの調査資料によると， 1981'"'-'90年に，毎
年日本の国土面積のほぽ半分に相当する約1，700
haもの熱帯林が消失したと推定されている(中}I，
1995)。
この開題は，熱帯南林が面積的には全陸地の
16%にすぎないのに，地球上のバイオマスの50%
以上を占めるため，熱帯林の消失は生物資源や地
球環境に極めて大きな影響をもたらす点で重要性
をもっている。
つまり熱帯林の消失による影響として，次のよ
うな点が挙げられる。
①森林は土地の浸食をふせぎ，山崩れや土石流
などの災害を防止し，下流の河川の流量を安
定化させるという公益的機能を果たしている
ため，森林消失は，大規模な洪水や土地の浸
食を引き起こしている。最近のフィリピンや
パンクゃラデシュでの洪水の多発の要因も，熱
帯林の消失が大きいといわれている。
②熱帯林には地球上の生物種の約半数が生息、し
ているといわれ，その中には，成長が阜く，
栄養価の高い食用可能な有用な植物や，品種
改良への利用可能な植物が少なくない。熱帯
林の消失は，それらを含めた多数の生物種の
絶滅につながる。
③(1 )で述べたように，熱帯林等の森林は植物体
が大気中の CO2を吸~文し大気の安定化を
図っているため，熱帯林をはじめとする森林
の消失は，大気中の CO2濃度を高めるように
作用することになる。その結果については(1)
で述べたとおりである。
この問題に関し日本とのかかわりで重要な点は，
その要因の 1つとなっている上記③にかかわって，
日本は世界最大の林産物輪入国であり，しかも東
南アジアの熱帯材を中心的に輸入していることで
ある(桜井， 1991)。この意味で日本は熱帯林の消
失に大きく関係している。この点を考躍しつつ，
日本の貿易と林業のあり方を考えていく必要があ
る。
(6) 地球の砂漠化
砂漠化とは，土地の潜在的生産力の減少のこと
であり，オーストラリア大陸の大部分，北アフリ
カの太平洋岸から極東の中国にまでまたがる広大
な地域，南アフリカのカラハリ砂漠周辺，エクア
ドル南部からチリ中央部にわたるアタカマ砂漠，
メキシコ北部のソノラン砂漠からアメリカ南西部
地域などで地球的規模で進行している。 1977年の
国連砂漠化防止会議での資料によると，すでに砂
漠化した地域は陸地面積の5.9%，砂漠化の危険度
が極めて大な地域が2.6%，危険度大な地域が
12.2%，危険度中位地域が13.1%で，これらを合
わせると睦地面積の約3分の lが砂漠化の危険に
さらされているという。
砂漠化の要閣としては，下降気流の発生，水分
輸送量の減少等の気候変動による気候的要因と，
家畜の過放牧，過耕作，薪炭材の過剰な採取，謹
概農地での化学肥料の多投，冠水による塩類集積
などによる人為的要因の 2つが存在するが，ほと
んどは人為的要因によるものであったと言われて
いる。中国のタリム盆地の砂漠化の主要なものも
人為的要因によるとされている(中井， 1991)。
ところで日本の場合には，水田農業が主体であ
るため，畑地や牧草地とちがって，水田が洪水・
土壌流出防止，地下水癌養，水質浄化等の公益的
機能を果たしているため，上述のような砂漠化か
らは免れている。しかし日本では耕作放棄地の増
加という資源の浪費が増加してきている。 21世紀
の世界の食糧事情を展望した場合，日本の耕作放
棄地の発生は，資源管理の上で日本的な新たな資
源問題として解決を迫られる問題となっている。
3 .環境保全型農業の推進と金糧生産への影響
一先進菌の食韓生産をめぐる新しい課題一
以上のような地球環境問題が実擦に農業生産に
悪影響をもたらし始めるのは概して30年とか50年，
あるいは100年先といった長期的な問題だが，この
ような地球的規模の環境問題に対し，他方でEC
(E U)やアメリカ等の先進諸国において，これま
での農業生産システムが環境や農産物などに悪影
響をもたらしたために，そのようなシステムを是
正するためのいわゆる「環境保全型農業jの取り
組みがすでに10年ほど前からなされてきている。
それに対し，日本では， r環境保全型農業jの取り
組みはECやアメリカに10年ほど遅れて， r新農
政jに見られるように1990年代に入ってから開始
されている。その背景の 1つは， ECやアメリカ
の農業の主要な形態が熔作や畜産経営であるのに
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対し，日本農業の基本が水田農業であるためであ
る。すなわち水田では脱窒現象によって，窒素肥
料による地下水汚染が現れず(関矢， 1993)，また
洪水防止，土壌流出防止，水資源i函養といった公
益的機能が評価されるという自本的な農業形態の
特徴やそのときの時代背景が存在したからである。
しかし，とはいっても日本の水田農業も， ECや
アメリカの農業と同様に，化学肥料や農薬の多投
といった農業近代化・集約化を進めた結果として
広く環境汚染問題を発生させてきており，また畜
産の盛んな地帯では排摺物による地下水汚染が問
題となってきており，日本農業も今やまちがいな
く「環境保全型農業jへの是正が課題となってき
ている。こうして今後，日本も含めて少なくとも
先進諸国において「環境保全型農業jへの模索が
ますます迫られてくることになろう。
ところで本節の目的は， ECとアメリカにおけ
る「環境保全型農業Jの取り組みの実態を概観し，
21世紀へ向けた課題となるこのような「環境保全
型農業」が今後ますます進められていく過程で，
世界の食糧生産にどのような新たな影響が出てく
るかを考察することにある。
(1) E Uにおける環境保全型農業の取り紐み
現在，世界において「環境保全型農業Jの推進
に最も積極的な地域はEC (E U)である。戦後
のEC農業の動向は共通農業政策 (CAP)に規
定されながら展開してきたため， CAPの展開と
かかわらせて理解することができる。さて当初の
CAPは，ローマ条約 (1957年)に基づ、いて1960
年に最終的に提起された。その中には理念的には
構造政策や条件不利地域対策も含まれていたが，
当時ECは食糧の純輸入地域だ、ったという時代的
背景から，当時のCAPは主として食糧増産のた
めの機能を果たすように運用されることになった。
すなわち農産物価格政策が重視されることになり，
それによる経済的刺激によって農業技術がめざま
しく向上し，農産物の増産に寄与した。その結果
が1980年代におけるECの食糧純輸入地域から純
輸出地域への転換である(是永， 1994)。そしてそ
の過程で， EC農業は「牛乳の海，バターの山J
といわれるように(服部， 1990)，農産物の過剰と
膨大な財政負担及び環境破壊問題を抱えることに
なった。このような状況変化のもとで， 1985年の
「農業構造の効率の改善に関する理事会規尉jにお
いて f環境保全特別地域J及び「農業経営内植林
事業」への助成措置が制度化されることによって，
ECで初めて農業環境政策が登場することになっ
た。そして1987年には，この 185年規則」の一環
として，粗放化によって20%以上の産出量削減を
5年間実行することを約束した農業者に援助を供
与する「生産粗放化措霞jが導入された。こうし
てECにおいては1985年から農業環境政策が登場
したわけだが，その背景には，特に北欧諸国で広
範に見られた集約的な農業によって水質や土壌の
汚染が進行し，ブルー・ベイゼイ症の発生や胃が
んへの心配が問題となり，また近代化大規模農法
による景観の悪化が問題となってきたという実態
が存在した(是永， 1994) 0 185年規則j制定直後
に同年に発表された「グリーン・ペーパーJと通
称されるEC委員会報告「共通農業政策の展望」
には「農業が環境破壊の主要な原因」だと明確に
述べられているとされる(福士， 1992)が，この
ことにEC当局の環境問題への新たな認識をうか
がうことができる。こうして， 85年をECにおけ
る農業環境政策展開の第Iの画期とみることがで
きる。さて，その後，上記諸制度が漸次具体化さ
れていったわけだが，それらがさらに強化される
ようになったのが1992年のCAP改革からである。
すなわち92年CAP改革の一環として， 85年開始
の「環境保全特別地域J制度と87年開始の f生産
粗放化措置Jが統一され， 1環境保護・景観維持と
両立する農業生産方法に関する規則Jとして新た
に制度化された。また85年開始の「農業経営内植
林事業」も強化されることになった。
92年の上記「規則Jにおいて援助対象となる環
境保全的な生産方法は以下のようである。
①肥料や作物訪除剤の使用の減少
②より粗放的形態の耕種生産(銅料生産を含む)
への移行
③銅料用面積当たり羊および牛の飼養頭数の減
少
④環境・資源の保護や景観の維持の要請と両立
するその他の生産方法，絶滅の危険がある地
方的品種の家畜の飼養
⑤放棄された農用地または林地の維持を保証
⑥環境関連のための土地利用，特にピオトープ
(野性生物の生息空間)創出のための保留地ま
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たは自然公圏の設置などを目的とする農用地
の長期セット・アサイド(減反) (少なくとも
20年間)
92年「規員引においては，上記の③や⑤のよう
に i85年規則Jよりも環境保全的な生産方法の定
義が拡大され，また援助額が引き上げられること
によって， ECの環境政策が新たな段階を画した
ことが見て取れる(是永， 1994)。したがって， 92 
年をECの農業環境政策展開の第2の画期とみる
ことができる。なお，もとより92年のEC改革は
これまでの価格重視政策が所得維持機能を重視す
る政策に転換された大変革として位置づけられる
有名な改革であるが，環境政策においても 1つの
大きな改革であったことを知ることができる。
なおECのCAP改革が行なわれた年と日本で
f新農政jが制定された年が同じ1992年であり，ま
た両者制定の背景にGATTウルグ?アイ・ラウン
ドの展開が存在したことも共通しており，両者が
世界的にも共通の時代背景のもとで進行していた
ことの認識が重要である。日本ではこの「新農政J
によって初めて「環境保全型農業」の展開の必要
性が指摘されたわけだが，日本における「環境保
全型農業jへの取り組みの実態と問題点に関する
考察は他日を期したい。
(2) アメリカにおける環境保全型農業の動向
他方，ほぽ同時期にアメリカでも「環境保全型
農業jへの模索が開始されてくる。 1972年の世界
的な「食糧危機jを契機に「世界のパン龍Jとい
われるアメリカでは世界食糧戦略の一環として輸
出を目的にした食糧増産が1970年代にこれまでに
も増して積極的に取り組まれた。食糧増産のため
の方法としては，単収の向上が図られると同時に，
この持期には非耕地の積極的な耕地化が見られた。
1969年から82年の関にアメリカでは耕地面積が1
億3，300万haから I億5，300万haへと2，000万ha
(15%)も拡大した。そしてこの中には，従来林地
や放牧地・採草地として利用されてきた傾斜地等
の「浸食されやすい耕地jが多く含まれていた。
そのため1980年代前半に主って，このような限界
地での土壌浸食(水と風による土壌表土の流失:
Soil Erosion)が問題とされるようになった。
また耕地の拡大は湿地の埋め立てによってもな
された。湿地は，レクリエーションの場，野性動
植物の生息地であり，また洪水防止・水質改善機
能をもっ。したがって混地が減少するということ
は，このような機能が減らされることを意味する。
そのようなことに対して，環境保護団体が厳しい
要求を突きつけることになった。
以上のような状況を背景にして1985年農業法に
おいてアメリカで初めて農業における環境保護措
置がとられることになった。その内容は以下のよ
うである。
①「土壌罰則J:一種のペナルティ制度で，新し
い耕地の中で「著しく浸食を受けやすい耕地j
で土壌保全農法を用いずに新たに農業を行な
う者は農務省から不足払いや価格支持などが
得られない。
②「湿地罰則J: 85年12丹20日以捧，湿地を耕地
に転用し農作物を作付した者はよ記利益が得
られない。
③「土壌保全密保計画J:著しく謹食を受けやす
い土地について政府との聞で契約を結び，
10'"'-'15年間，草地や樹林地へ転換する場合，
政府はリース料を払う。
④「保全遵守J:著しく浸食を受けやすい土地を
持つ者で，政府の政策を受ける者は， 90年ま
でに土壌保全プランを作成し， 95年までにそ
れを実行する義務をもっ。
さて以上の政策の結果の評価であるが，服部
(1992)は「土地保全留保計画の達成にみられるよ
うに， 85年農業法の環境措置は，ほぽその目的を
実現したといわれる」としている。そして法案制
定に大きな影響力を持っていた環境保護団体や消
費者団体も間様の評価をしているといわれる。そ
して，これをハズミに90年農業法において環境保
全政策はさらに強化されることになった。
1970年代以降の農産物生産の強化の中でアメリ
カでも上記EC同様，化学肥料・農薬の増投がな
されてきた。その結果として地下水汚染が進み，
ブルー・ベイピイ症の発生が見られ，また腎がん
の危険性も指摘される中で， 1980年代後半になっ
て農業による環境汚染が社会問題化し，これが環
境問題の中心となるに至った。このような時代背
景の下で， 90年農業法制定に際し，環境保全政策
が強化されることになったのである。
90年農業法においては，上記の85年農業法の 4
つの制度は，部分的修正はあったものの継続され
8 小林恒夫
ることになった。それは上記のように多くの環境
団体から支持され，また農業団体からも評価され
たからである。これらの 4つの制度以外に新たに
導入された搭震としては，以下のようなものがあ
る。
①農薬使用の記帳
②水質保全助成計酉
③湿地保全計画
④有機農産物の基準設定と表示
⑤持続的農業に向けての研究促進
⑥農務省内に「環境の質」室を設置
⑦アメリカ国内で使用禁止されている農薬の輪
出禁止
こうして90年農業法によって環境保全対策が強
化されることになった。ただ，以上は政策課題，
いわば到達自標であって，それが文字どおり実行
されるという訳では必ずしもない点に注意する必
要がある。たとえば予算措置においても，それは
「支出しうるjということであって，具体的な予算
額の決定ではない。そしてしばしば財政赤字から
酷滅される場合があったようである(服部，
1992)。こうして食糧生産をめぐって現実には集約
化と粗放化のベクトルがせめぎあう場面が何度か
繰り返されるものと思われるが，これまで市場原
理を基本に食糧増産に湛進してきたアメリカ農業
も環境との調和を真剣かつ本格的に求められる時
代となったことは確かで、あり，新たな段階に入ろ
うとしていると考えられる。
(3) 環境保全型農業の推進の金糧生産への影響
こうして10年ほど前からECやアメリカ等の先
進諸問において農業を環境と調和させる「環境保
全型農業」の取り組みが開始されてきている。 E
Cの「環境保全型農業jの推進とは，これまでの
資本・労働集約的農法を粗放農法に転換する内容
をもつため，生産の減少を伴う。またドイツやイ
ギザスでは，農産物過剰と環境保全対策を自的と
したセット・アサイドと呼ばれる生産調整政策も
実施されている。一方，アメリカの環境保護措置
も同様に農業生産の減少を伴う。なかでも土譲保
全計画は，その期間は作物生産を中止するわけだ
から，日本の減反と共通する政策である。
アメリカは1982年以緯食料自給率を低下させて
きている(山本， 1995)。その要閣の 1つは1980年
代の農産物過剰対策として実施された1982年から
の小麦の減反開始などの生産調整策にあると考え
られるが，上記の農業政策の転換・修正と無関係
とは思われない。もちろんアメリカの穀物生産量
は1990年代に入ると増加に転じ， 1993/例年は史
上最高に達した。また同年の食料輸出額も史上最
高を記録した。さらに目下アメリカ国会で審議中
の95年農業法は上述の財政赤字の解消から農業予
算の大幅削減を前提とした内容のものとなり，こ
れまでの生産調整策が緩和されるものと予想され
ると報道されている(日本農業新聞， 1995年9月
15日)ことから，アメリカの今後の農業生産は現
在以上に強化される要閣もたしかに存在する。そ
の意味ではアメリカ農業は今しばらくは市場メカ
ニズムを基本に集約化・近代化農法がさらに継続
される可能性が大きいとみられる。しかし上述の
ように，そのようなアメリカでも「環境保全型農
業」への政策転換と国民的世論は確実に形成され
てきていることをみるならば，長期的にはEC同
様，集約化・近代化農法からの本格的な軌道修正
がなされるものと考える。もしそうなるならば，
アメリカの食糧生産も早晩，抑制・減速されるこ
とになるものと考える。
日本では「環境保全型農業Jへの取り組みは，
政策レベルでも農家レベルでもまだ開始されたば
かりである。たしかに有機農業・減農薬あるいは
アイガモ農業などの取り組みが増加してきている
が，しかしまだそのような取り組みは点的な存在
を脱してはいない。このような状況にある根拠と
しては，日本では「環境保全型農業Jに関して，
農家サイドでは理論的及び実践的な成果がまだ十
分でなく，また閤民的理解も不十分な段階にあり，
さらには政策的合意が達成されていないという実
態が存在するからであるように思われる。しかし，
上述のように環境保全的機能を広く合わせ持って
いる日本の水田農業でも，化学肥料や化学農薬の
多投による土壌劣化や環境・農産物汚染が発生し
てきており，また音産の盛んな地域では過剰な排
世物による地下水汚染が問題となってきている。
このような諸問題は先進諸国共通の問題であり，
日本でも早晩その是正が追られてくることはまち
がいない。
こうして長期的展望としては，これまでの集約
的・近代化農法に代わって，あるべき「環境保全
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型農業Jが，少なくとも先進諸国の農業の支配的
な形態となるものと考えられるが，その場合の農
業のあり方としては環境保全に資する農法がとら
れるため，農産物量がこれまでのように急増を続
けることを期待することはできないと考える。も
ちろん，バイオテクノロジーや栽培技術の向上は
今以上に進められるが，しかしそれにも限界があ
るし，環境と調和するような農業を志向する場合
には，その限界はさらに狭められるものと考えら
れる。したがって，このような環境保全型農業の
推進という新たな時代的要語から，長期的展望に
おいては，世界の食糧生産の増大には新たな制約
が存在していることを認識しておく必要があると
考える。
4.アフリカの食糧不足と凱餓の構図
以上のような先進諸国の諸問題の背景には「飽
食の構造J(今村， 1990)が存在する。しかし他
方，開発途上国は食糧不足や飢餓に悩まされてい
るわけである。なかでもとりわけ食糧問題が厳し
いのはアフリカである。少し古い数値だが図 1の
ように，アフリカの食糧生産の伸びは途上国の中
で最も低く，それに対し人口増加率のほうが高
かったため，その結果，図2のように， 1人当た
り食糧生産量がアフワカだけ減少傾向にある。こ
うしてこの間，世界の中でアフリカだけは「人口
は等比数列的に増大するのに対し，食糧は等差数
列的にしか増大しないJと述べたマルサス(原著，
1798)の予言通りの展開をしてきたようにも見え
る。そして今後の展望においても，楽観論と見ら
れる大賀 (1995)の予鴻においですら，アフリカ
の穀物は1992年を基準にして2020年には収穫面積
は32%，単収は59%増加し，生産量は6500万トン
増加するが，人口増加率がそれらを上回るため，
I人当たりの生産量は10kg減少し，輪入量を5100
万トン増やすことによって初めて 1人当たり食用
消費量をかろうじて 6kg増やすことができるとさ
れている。なおこの間に 1入車たり穀物生産量が
減少するとみられるのはアフリカと中近東の2地
域のみである。また 1人当たり食用穀物消費量の
伸び率予測もアフリカが最低となっている。食肉
の場合もアフリカの予測状況は穀物同様であるが，
l人当たり食肉生産量が減少する地域はアフリカ
のみであり，穀物生産以上に厳しい実態がうかが
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図1 開発途上地域の食糧生産の動き
資料)FAO“Production Yearbook"から作成。
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える。こうして途上国の中でもアフリカは人口増
加が生産量増加を上回り，現在のような食糧の輸
入や援助がしばらくは必要とされている。また図
3のように，これまで栄養不足人口が圧倒的に多
かった地域はアジアであったが， 2000年前後には
アジアのそれが急減するのに対しアフリカのそれ
が急増するため， 2010年には両地域の関係が逆転
し栄養不足人口を最も多く抱える地域はアフリカ
となるだろうという FAOの予測(，2010年の世界
の農業J)も出されている。こうしてアフリカは過
去において最も食糧不足や飢餓を経験した地域
だ、ったし，今後もしばらくはそのような状況が続
くものと予想されている世界で最も食糧問題がシ
ビアな地域であるということができる。
問題はこのような実態におけるメカニズムであ
るが，篠浦 (1990) は， これをマノレサスの人口論
の展開とは考えない。篠滞はその根拠として，第
1に1965年から85年までのアフリカの人口の年増
加率2.9%は中南米の2.5%，アジアの2.3%と大差
がないこと，第2にアフリカのみが工業・都市重
視，農業軽視政策をとったわけではないこと，第
3に輸出農産物藁視，食糧生産軽視は農家経営及
び国民経済的(外資獲得，工業原材料・食糧輸入)
にも合理的であること，第4に砂漠化も人口増
加・土地利用拡大に伴うものかどうか自下不明で
あること，を挙げている。そのうえで篠浦は，マ
クロにとらえると，アフリカでは，一方で、農村部
においては基本的に食糧自給を巨的に大半は焼畑
耕作による伝統的農法を行なっており，この間，
食糧生産はほぼ農村人口の増加率なみに伸びたた
め，基本的に食糧の自給を達成した。しかし他方，
都市部においては農村部以上の人口増加によって
食糧需要量の増加が見られたが，それに対し農村
部の食糧供給力は伝統的農法に規定されて撞めて
乏しかったため，いきおい相対的に安い輸入食糧
に依存することとなったと述べている。こうして
アフリカの食糧問題は，一方で人口増大が著しい
都市にとっては恒常的な「食糧不足」として現わ
れ，他方で異常気象によって不定期・局所的に発
生する農村の「飢餓j開題として現われるととら
えられている。
そしてこのような食糧不足と飢餓の発生要因は，
図1で見たように食糧生産力の停滞であり，さら
にその要因は，生産・流通等の基礎的手段の未整
備にあり，また相対的に安い輸入食糧を前提とし
た食糧価格・流通政策の問題にあったとされる。
したがって，これらの諸問題を改善するための基
本的方向としては，生産・流通・通信等の基礎的
手段の整備と，相対的に安い輸入食糧や援助の国
内食糧生産への悪影響をとりのぞくような価格政
策の採用が求められるとしている(篠浦， 1990)。
5 .アジア諸国の人口膨張・経済発展に伴う食糧
需給の展望
一中国の将来方向をめぐる諸論争にも触れてー
今日アジアは世界の人口の6割強を占め，世界
で最も人口の多い地域であるため，人口・食糧問
題の焦点は当然アジアに注がれることになる。な
かでもアジア人口の36%，世界人口の21%を占め
る(1996年 1月1日現在，西日本新聞1996年1月
15日)世界最大の人口盟である中国の動向が21世
紀の世界の食糧需給の動向を左右するとさえ言わ
れている。
さて21世紀の世界の食糧需給，なかでも中国の
食糧需給の展望については， ，食糧危機」が到来す
るだろうという悲観論と，それは柁憂であって食
糧問題は基本的には心配ないとする楽観論の双方
が存在する。前者の代表はアメリカのワールド・
ウォッチ研究所長レスター・ R.ブラウンの予測
であり，後者は日本の農水省国擦農林水産研究セ
ンターの大賀 (1995)の予灘などに見られる。
ブラウン (1995) は，現状のままで推移すると，
21世紀の中国の食糧は，需要苗では，人口が2030
年には16億人以上に膨張すると予測されるため，
量的に人臼増加分の食糧の追加が少なくとも必要
となるばかりでなく，経済改革後の高い経済成長
に伴う国民所得の増大による食糧消費の高度化と
いう質的な要国が重なり，動物性食糧の需要量の
増大に伴って，人口 1人当たりの穀物需要量が増
加し，2030年には穀物需要量は 6億4，100万トンと
いう「驚異的な数字J(ブラウン， 1995)に達する
のに対して，一方，供給面では，砂漠化や工業化・
都市化による耕地の減少，穀物の面横当たり収量
の停滞化等によって穀物生産はむしろ減少せざる
をえず，2030年にはそれは 2億6，300万トンになる
と予瀕されるため，差し引き 3億7，800万トンもの
膨大な穀物の輸入が必要になるという「警告」を
発している。しかし，この数値は1993年の世界の
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穀物総輸出量を上田る数値であるため，このよう
な輸入量は通常では不可能なものと考えられる。
以上のような内容のブラウンの考えは1994年12
月に論文発表されたが，それは極めてショッキン
グな内容だったため，その後それをめぐって各国
で多くの議論を呼び起こしている。すぐさま中国
当局と中国科学院が反論したことは言うまでもな
しユ。
1995年 1月31日付「北京週報jにて，中国科学
院拐鞍鋼博士へのインタビューという形で，科学
院の予測では，たしかに棺当長い期間中国の食糧
消費量は生産量を上回るが， 2020年の食糧生産量
は7億トンを超え自給率は95%以上になるとし，
ブラウンの予測は誤りだと反論した。ついで3月
21日付「北京週報」で，中関農業部副部長翻成果
が，たしかに中菌は人口の増加と農地面積の減少
に直面しており，農業の総合生産能力の増強が需
要量の増加に追いつかない現状にあるが，農業生
産力発展の潜在力はまだあるため，諸政策の推進
により2000年に食糧5億トンを生産するという政
策自標の達成は可能だと述べている。
ただしかし， 1995年9月には中圏の農業部は日
本の海外経済協力基金開発援助研究所との共同研
究報告書「中国の食糧需給の見通しと農業開発政
策への提言J(1995年9月)において， 1993年には
中国の穀物は供給超過だったが，人口が14億人を
超える2010年には需要量 6億4，600万トンに対し
生産量が5億1，000万トンになり，国内需要量の約
2割， 3億人分の l億3，600万トンの穀物不足が起
きるという予測を出し，中国農業部の考えが1995
年当初の楽観的な見方から悲観論にやや近い見方
に変化してきているようにもうかがえる。
一方，大賀 (1995)は独自の計量経済モデルに
よって， 2020年には 1人当たりの小麦消費量が
1992年に比べ10%増えても世界の小麦諮費量は 9
億1，800万トンにとどまるのに対し，小麦生産量は
75%増加し 9億7，700万トンに達するため，必要量
は十分確保できるし，米・トウモロコシ・大豆も
向操であり，世界の主要穀物の需給は長期的には
むしろ緩和されるという，楽観的な予測を発表し
ている。なお大賀の予測の前提における 1つの特
徴は，中国を含めたアジアや中南米地域の主要穀
物の単収がまだ低いことから，過去の単収増加率
が2010年まで継続するものとして計算しているこ
とであるが，この点は議論の分かれるところだと
考える。
またフロリダ州立大学教授ジェームズ・ R.シ
ンプソン (1995年)は「中国の食糧問題は技術的
には解決可能jと主張している。シンプソンによ
ると，中国ではまだ役牛としての利用が広範囲に
行なわれているため，牛肉の生産性は低いが，経
済成長に伴って機械化が進めば，役牛の比率が下
がり，穀物飼料をあまり増やさずに牛肉生産性の
向上が可能となるため， 2倍の肉生産に 2倍の穀
物飼料が必要というブラウン流の計算はなりたた
ない。肉牛だけでなく豚も鶏も，中匿の畜産の生
産性はおしなべてまだ低いため，飼料給与技術の
改善等も含めた生産性向上が可能であり，そのこ
とによって，それほど飼料穀物を増加させずに畜
産物の増産ができるため，中国は食糧の自給が可
能であると主張している。
胡柏 (1995) も，現段階の中国農業の発農を制
約している要因は経済的・技術的低開発状態にあ
るという認識から，技術革命，市場革命，組織革
命，構造革命等の経済的・技術的革新によって大
幅な生産性向上・食糧増産が可能であるという将
来展望を播いている。
このような状況下で，私たちは21世紀の世界の
食糧需給の展望をどのように考えたらよいのか。
問題は，これらの予測値の判断にかかってくる。
これらの予測値の評価次第で日本の今後の対応の
方向も異なってくる。
さてブラウンの主張には，多くの論者が批判す
るように，たしかに欠臨や不十分な点が多々存在
する。たとえば1988年以降の中国の人口自然増加
率は低下傾向にあるから， 16億人を超えるという
2030年の中国の人口予想、値は高めではないか(白
石， 1995) と思われる。人口増加率は岳然法則で
はなく，経済成長に伴って低下傾向に向かうと言
われ，事実中国等のアジア諸国でもそうなってき
ているからである。また，経済成長に伴う動物性
食品の需要量の増加に対処するための飼料穀物の
需要量の増加ばかりに呂を向けるきらいがあるが，
同時に米や小麦の主食消費量はそれほど急速には
増加しない面もあることを忘れている(菅沼，
1995)。さらにブラウンは中国の食糧の潜在的な生
産力や政府の農業政策要因をあまりにも過小評価
していると考えられるし，食糧問題への対策とし
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ては人口抑制という人権問題に関わる側面を強調
するに至る点にも疑問が残る。なおこの点、を敷街
するならば，ブラウンの基本的論旨は，ダイヤモ
ンド社出版の日本語訳の「飢餓の世紀jの原著名
iFull HouseJに端的に示されているように， 21世
紀には世界の人口は地球という限られた House
一杯になるため，それから逃れるには「人口増加
の停止しか解決策はないJ(ブラウン， 1994)とい
う考え方である。このような考え方は基本的には
自然法則的な宿命論に近いものであって，かつて
のマルサス「人口論Jの見解を紡締とさせる。そ
の意味でブラウンの見解は新マルサス主義と評価
することが許されよう。
また中国関係の数値に見られるような衝撃的な
数値が示されたため， i不足量3億トン以上jと
いった数値が一人歩きしている嫌いも否めない。
しかし数億そのものの評価を別とすれば，ブラ
ウンが，一方での人口増加，経済成長による穀物
需要量の増大という食糧需要サイドでの動向と，
他方での環境問題深刻化のもとでの耕地面積減少，
耕地劣化，生産力上昇の停滞傾向，環境保全型農
業の推進による 1人当たり穀物生産量の頭打ちが
進行している点に注呂し，もしこの領向が今後と
も続くならば世界食糧問題が到来するのではない
か，そしてそのことが集中的に現われるのが中国
である，というシナリオを描き警告を発した点、は
極めて重要だと考えられる。それは，事実このよ
うな事態の進行が認められるからである。しかし，
ここで重要なことは，これらのシナリオは決して
必然的指命的なものではなしもし仮にこれまで
のような事態が今後とも推移したならばそうなる
だろうという，あくまでそういう前提条件のもと
での「予測」でしかないということである。した
がって，そのような条件が違ってくるならば，そ
のシナリオもそれとは違ったものとなるというこ
とである。「予測」とは本来そういう性質のものの
はずである。
したがって以上の点から導かれる結論は，中国
は，これからも工業重視の経済成長路線を継続し，
かつてのE本のように，優良農地の縮小，農業部
門への投資額の縮小等によって国内農業の軽視や
縮小をもたらすならば，ブラウンのシナリオほど
ではないにしても，上記の海外経済協力基金と中
国農業部との共同研究結果に見られるような穀物
輪入依存のシナリオ，その眼りでマルサス的なシ
ナリオが現実化することになり，目下の推移から
してその可能性は高いわけだが，しかしそれは決
して自然法則的な宿命ではなく，中国がもし食
糧・農業政策の重要性を見直し経済政策の転換を
行なうならば，食糧生産力の停滞構造を打ち破り
国内自給の達成は決して不可能ではない，という
ことである。後者のようなシナリオの可能性は，
上記の劉 (1995)や胡柏 (1995)の主張にも根拠
を見いだすことができる。問題は，以上のような
条件整備ができるかどうかにかかっていると考え
る。
以上のような中国における状況と碁本的に共通
する実態がタイにおいても進行しているという指
摘もなされている(山本， 1995)。それは森林破壊
に起関すると思われる水不足が近年頻発し，また
工業化による水田面積の減少が急速に進んでいる
からである。もし，このような傾向がこれからも
継続するならば，iタイもやがて米を輸出すること
ができない国になってしまうのではなかろうか」
と山本は書いている。
6. 21世紀世界食櫨需給の展望
以上の考察から，地球環境問題が深刻化した場
合，世界の食糧生産への影響は生産増加と生産減
少の双方が考えられ，その影響は極めて複雑で，
かっそれらは相互に関連しあっており，また環境
変化の各段階ごとに影響が異なるため，一言で結
論づけることはできないが，おおかたの予鴻では，
プラス・マイナスの結果，全体として食糧生産は
減少するとみている。また10年ほど前から先進諸
問を中心にこれまでの集約的農法による環境破壊
への反省から，環境保全型農業への取り組みが開
始され，それは日本を含め今後ますます強められ
る方向にあるが，環境保全型農業の推進はこれま
でのような高いテンポでの農業生産量の増加をも
たらすことは国難であると考えられる。この点、か
らも長期的展望においては農業生産量の増大テン
ポは抑制されると見なければならない。したがっ
て「世界のパン寵」としての北アメリカや，自下
は農産物過剰のため世界の食糧輸出のもう 1つの
一角を担っているEUの食糧生産も長期的には減
速を強いられることになろう。ところで一方，現
在開発途上国の多くは食糧不足と飢餓に苦しみ，
環境・人口と食糧・農業 13 
中でもアフリカの食糧問題は深刻で、，食糧の輸入
や援助に依存せざるをえない状況にある。このよ
うな途上国の食糧問題はしばらくは続くと予測さ
れている。また一方で，アジア，中でも中国は，
人口膨張と経済発展によって21世紀には膨大な食
糧需要量の増加が予想されるが，それに対する供
給量の増加には困難が伴うことが指摘されている。
もちろん，現在食糧問題に悩むアフリカや将来食
糧問題に葺面する可能性の高い中国も，経済発展
と併せて食糧増産を目的とした農業への最適な投
資を悶家的政策の下で行なうことによってマルサ
ス的なメカニズムから開放される可能性は関かれ
ている。しかしそれがたいへん盟難な道でbあるこ
とも確かでトある。必要なのは， これらに関する議
論と研究の推進及び有効な政策の選択であろう。
こうして来るべき21世紀には，一方で、はアメリ
カやEU等の食糧輪出大国は環境保全型農業への
移行によって食糧生産の減速化路線を歩むものと
考えられる。他方途上国は，こうした輪入依存の
困難性が拡大することもあり，国内生産基盤整備
や食糧政策の改善を通じて基本的に食糧自給をめ
ざすことによって，マルサス的な路線を克服する
ことが求められる。その過程で途上国でも先進諸
国同様，環境保全型農業への取り組みが必要とな
ると考えられる。いずれにしても，世界の諸国は
それぞれが基本的には可能な限り食糧自給を追求
する路線を志向する点では基本的に共通性をもつ
に至ると考えられる。それは，犬塚 (1993)の表
現を借りれば， r食糧自給の世界化」である。
このような長期的な世界各国の食糧需給構造の
展望の中で，日本の食糧需給のありかたを検討し
ていく必要があると考える。
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